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温室効果ガス排出削減プロジェクト申請書別紙
モニタリングプラン　第2版　2009.09.09改訂

Ｉ. 排出削減量の算定で考慮する温室効果ガス排出活動」（方法論項目3）

排出活動 排出活動の説明 排出源（設備等） 温室効果ガス 備考

化石燃料の使用 灯油の燃焼 木質ペレット焚温水ボイラー CO2

排出活動 排出活動の説明 排出源（設備等） 温室効果ガス 備考

ペレットの製造（電気）
未利用製材残さ（バーク）を原料としてペレット
化する際の、破砕機、ペレタイザーによる電

破砕機、ペレタイザー CO2

ボイラー補助燃料（電気）
ペレットを燃焼するボイラーでの、補助燃料と
しての電力消費

温水ボイラー CO2

※　方法論の「３．排出削減量の算定で考慮する温室効果ガス排出活動」に示される排出活動以外にも主要な排出活動がある場合には上記に記入すること。

※　欄が足りない場合には追加して記入すること。

プロジェクト排出量

ベースライン排出量
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Ⅱ. 算定式　（方法論項目4～6）

1.　排出削減量の算定　※方法論を参照し、以下に排出削減量の算定式及び値を記入する。

排出削減量：ERy

= BE木,化,y - （ PE運,材,y + PE製,y + PE補,y )

= 283.70 - （ 0 + 56.55 + 12.92 )

= 214.2 [tCO2/年]

 

2.　ベースライン排出量の算定　※方法論を参照し、以下にベースライン排出量の算定式及び値を記入する。

ベースライン排出量：BE木,化,y

= BFC木,y × W材,y × GCV木,y × CEF化,y × ηPJ ÷ ηBL

= 299 × 1 × 17.5 × 0.0679 × 80.0 ÷ 100

= 283.70 [tCO2/年]

想定値

299

1

17.5

0.0679

80.0

100

パラメータ パラメータの説明

ボイラーで1年間に使用された木質ペレットの重量

W材,y 木質ペレット原料の総発熱量に占める未利用材の熱量の割合

BFC木,y

GCV木,y

ηBL

プロジェクトで使用するボイラーの効率

プロジェクトが実施されなければ使用されていたボイラーの効率

ηPJ

ボイラーで使用された木質ペレットの単位発熱量

CEF化,y 木質ペレットによって代替された化石燃料のCO2排出係数

同左

同左

灯油デフォルト値を活用

導入ボイラーのカタログ値で低い値（金子農機の熱効率80%以上の

同左

想定根拠

最新消費データより想定

GJ/dry-ton

%

%

tCO2/GJ

デフォルト値使用

実際の使用予定値

もくねん工房の販売実績より想定

同左

最新実績値を活用 実測値（外部機関に委託予定）を使用

未利用材のみ使用する（= 100%）

単位

ton/年

- 
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3-1.　プロジェクト排出量の算定　※方法論を参照し、以下にプロジェクト排出量の算定式及び値を記入する。

プロジェクト排出量（車両運搬）：PE運,化,y

3-2.　プロジェクト排出量の算定　※方法論を参照し、以下にプロジェクト排出量の算定式及び値を記入する。

プロジェクト排出量（製造）：PE製,y

= ＋ PE製,電,y

= ＋ 56.55

= 56.55 [tCO2/年]

◆プロジェクト排出量（整形（電気））：PE製,電,y

= EC製,電,y × CEF電力

= 133 × 0.425

= 56.55 [tCO2/年]

想定値

133

0.425

購買伝票により実績値を把握

CEF電力 当該電力の排出係数 tCO2/MWh
算定・報告・公表制度で公表されている東京
電力のH19年度の値

算定・報告・公表制度で公表される最
新の東京電力の係数

EC製,電,y 木質ペレットの製造時の年間電力消費量 MWh/年
平成20年度実績：311,304ｋWh
年間生産量700トンより算定

想定根拠 実際の使用予定値パラメータ パラメータの説明 単位

※ペレット原料は製材残さを活用するため追加的な運搬に伴う排出量はなく、また、木質ペレットは県内輸送のみのため算定対象外。
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3-3.　プロジェクト排出量の算定　※方法論を参照し、以下にプロジェクト排出量の算定式及び値を記入する。

プロジェクト排出量（補助燃料）：PE補,y

= PE補,化,y ＋ PE補,電,y

= 0 ＋ 12.92

= 12.92 [tCO2/年]

◆プロジェクト排出量（補助燃料（電気））：PE補,電,y

= EC補,電,y × CEF電力

= 30 × 0.425

= 12.92 [tCO2/年]

想定値

30

0.425

※欄が足りない場合は適宜欄を追加して記入すること。

算定・報告・公表制度で公表される最
新の東京電力の係数

CEF電力 系統電力の排出係数 tCO2/MWh
算定・報告・公表制度で公表されている東京
電力のH19年度の値

実際の使用予定値

EC補,電,y ペレットボイラーの年間電力消費量 MWｈ/年
H20年稼働時間を活用。ペレットボイラー（50
万kcal）１台あたりの消費電力をカタログ値よ
り6kWと想定。

ボイラーの稼働時間及びカタログ値の
消費電力を活用

パラメータ パラメータの説明 単位 想定根拠
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Ⅲ. モニタリング詳細－活動量－（方法論項目7）

計量器の種類
計量器の
精度管理

計量器の
有効期限

Ⅳモニタリン
グフロー図に
記載した、モ
ニタリングポ
イントの番号
を記入

方法論に記
載されている
パラメータを
記入

モニタリングの対象と
なる燃料の種類を記入
「その他」を選択した場
合には備考欄に具体
的な燃料名を記入

測定方法・データ把握方法を記入

モニタリング方
法ガイドライン
「第Ⅱ部1.1モニ
タリングポイント
とモニタリング
パターン」を参
照しA～Cより選
択

測定頻度を記入

自社管理計量器を使
用している場合、計量
器の具体的種類を記
入

計量器の検定有
無や定期検査等に
関する情報を記入

計量器の有効
期限を記入

モニタリング方
法ガイドライン
「第Ⅱ部1.3精度
確保について」
を参照し、要求
精度レベルと自
己精度レベルを
確認

想定排出削
減量の算定
に使用した値
を記入

特筆すべき事項があれば記入

1 Q個燃 一般炭 自社管理計量器にて把握する B：実測 月１回 ベルトスケール 検定付メータ 2014/5/1 ○ 500t

P1 BFC木,y バイオマス（固体） 販売伝票で把握 A-1：購買量 仕入れ毎 ― ― ― ○ 490ton/年 最新消費データより想定

P2 EC製,電,y 電力（系統） 購買伝票で把握 A-1：購買量 月１回 ― ― ― ○ 10MWh/年
平成20年度実績：311,304ｋWh
年間生産量700トンより算定

P3 ｈ その他 ボイラー稼動記録より把握（稼動時間B：実測 毎日記録 ― ― ― ○ 3762.5h さわらびの湯ボイラー稼動時間

P4 ｈ その他 ボイラー稼動記録より把握（稼動時間B：実測 毎日記録 ― ― ― ○ 1306h 名栗げんきプラザボイラー稼動時間（２基合計）

※モニタリング方法ガイドラインや方法論に記載されていない独自手法またはデータを用いてモニタリングする場合は、その方法を採用する合理的根拠やデータの出典を上記の表又は「Ⅶ備考」シートで説明すること。

備考測定頻度

自社管理計量器の使用

モニタリング
ポイントNo

パラメータ
燃料
種別

測定方法
計画値
［単位］

モニタリング
パターン

精度レベル
の確認
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Ⅲ. モニタリング詳細－発熱量・排出係数－（方法論項目7）

計量器の種類
計量器の
精度管理

計量器の
有効期限

Ⅳモニタリン
グフロー図に
記載した、モ
ニタリングポ
イントの番号
を記入

方法論に記載
されているパ
ラメータを記
入

モニタリング対象となる
燃料の種類を選択
「その他」を選択した場
合には備考欄に具体
的な燃料名を記入

モニタリング対
象となる項目
を選択

測定方法を選択
事業者自ら実測を行う場合、具体
的な測定方法を記入

測定頻度を記入

自社管理計量器を使
用している場合、計量
器の具体的種類を記
入

計量器の検定有
無や定期検査等に
関する情報を記入

計量器の有効
期限を記入

モニタリング方
法ガイドライン
「第Ⅱ部1.3精度
確保について」
を参照し、要求
精度レベルと自
己精度レベルを
確認

想定排出削減量
の算定に使用した
値を記入

特筆すべき事項があれば記入

2 NCV材,y バイオマス（固体） 単位発熱量 実測値 JIS Z 7302-2:1999に準拠し測定 月1回 トラックスケール 検定付メータ 2013/10/1 ○ 2000t

P5 GCV木,y バイオマス（固体） 単位発熱量 実測値 JIS Z 7302-2:1999に準拠し測定予定年1回 外部機関に委託 － － ○ 17.5 GJ/dry-ton 最新実績値を活用

ー CEF化,y 灯油 排出係数 デフォルト値 ― ー ー ー ー ○ 0.0679ｔCO2/GJ デフォルト値を使用

ー ηPJ その他 その他 デフォルト値 ― ー ー ー ー ○ 80.0%
導入ボイラーのカタログ値で低い値（金子農機
の熱効率80%以上の数値）を採用

ー ηBL その他 その他 デフォルト値 ― ー ー ー ー ○ 100% デフォルト値を使用

ー CEF電力 電力（系統） 排出係数 デフォルト値 ― ー ー ー ー ○ 0.425ｔCO2/MWｈ
算定・報告・公表制度で公表されている東京電
力のH19年度の値

パラメータ
燃料
種別

パラメータ
種類

備考測定頻度

自社管理計量器の使用

測定方法
計画値
［単位］

測定方法
詳細

精度レベル
の確認

モニタリング
ポイントNo
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Ⅳ. モニタリングフロー図

モニタリングフロー全体図　※本フロー図にて使用するパラメータを全て記載しているため、個別パラメータごとのフロー図

排出削減量の算定に使用するモニタリングが必要なパラメータについて、燃料、電力等の受入から消費までの流れを
記載するとともに、各モニタリングポイントを明示する。

「名栗げんきプラザ」敷地

境界

外部分析P5

単位発熱量 GCV木,y

もくねん工房敷地境界（木質ペレット製造場未利用材の運搬

購買伝票

電力消費量 FC製,電,y

P2

購買伝票

木質ペレット重量 BFC木,y

※ 県内運搬のため算定対

木質ペレット焚温水ボイ

ラー P

稼働時間

破砕機、ペレタイ

ザー

※ 製材残さのため算定対象

木質ペレット焚温水ボイ

ラー P

稼働時間

P1

木質ペレット

「さわらびの湯」敷地境界

（木質ペレット利用場所）
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Ⅴ. モニタリング体制図

（プロジェクト代表事業者）

もくねん工房（ペレット製造場所） さわらびの湯、名栗げんきプラザ（ボイラー導入場所）

ペレタイザー 未利用材(バーク） 未利用材(バーク）
さわらびの
湯ボイラー
稼動時間

名栗げんきプ
ラザ・ボイ
ラー稼動時
間

項目
電力消費量 FC
事,電,y

重量 BFC材,y
単位発熱量
GCV材,y

項目 稼働時間ｈ 稼動時間h

モニタリング
ポイント

P2 P1 P5
モニタリング
ポイント

P3 P4

測定・記録者事務局臼井 事務局臼井 外部分析機関 測定・記録者江坂副支配人 総務部山崎

データの確認

代表　梨木芳太郎
株式会社クレコ・ラボ
興津　世録

協同組合西川地域木質資源活用センター　代表　梨木芳太郎

モニタリング報告書の作成

モニタリング体制図を以下に記載すること（詳細については、モニタリング方法ガイドライン「第Ⅰ部２．２モニタリング体制の構築」を参照のこと）。

排出削減量算定責任者

協同組合西川地域木質資源活用センター　代表　梨木芳太郎

モニタリング報告書の承認

株式会社クレコ・ラボ　興津世禄

データの承認
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Ⅵ. 品質保証（QA）及び品質管理（QC）

※独自の様式や手順書等を作成している場合には本様式に添付しても良い。

データの品質を確保するための仕組みとして、データ収集・集計等体制の整備と個別データの信頼
性の向上について以下に記載すること。例えば、バイオマス燃料のモニタリングにおける手順や算
定基準に関する社内研修や、発熱量・含水率等の計量を行う計量器の精度管理等が想定される
（詳細については、モニタリング方法ガイドライン「第Ⅰ部２．２モニタリング体制の構築」を参照のこ
と）。

1) 教育・訓練
モニタリング及び排出削減量算定・報告に関する知識等を継続的に普及させるために、

埼玉県の協力を仰ぎながら、本プロジェクトのマネジメントを支援する株式会社クレコ・ラ

ボが、プロジェクト関係者に対する情報提供や研修を実施する。

具体的には、社内のモニタリング体制やモニタリング手順、計量器の維持管理、モニタ

リング報告書記載方法等についての説明を行う。

(2) 情報の保管
検証機関が排出削減量の算定結果を再計算できるように、排出削減量を算定するため

に使用した全てのデータを文書化し、保存する。

(3) データの確認
データのチェック、確認を徹底する。

具体的には、購買伝票、成分分析データ、他の関係データとの比較、経年的なデータ変

化や、恣意的データ・はずれ値の識別等について、プロジェクト関係者内でのダブル

チェックを行う。

なお、データの確認は半年に一度クレコ・ラボと協同組合西川地域木質資源活用セン
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Ⅵ. 備考

モニタリング項目等の説明で追加説明が必要な場合は、以下に詳細を記述する。
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